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1． はじめに 
 現在、日本には約 390 万人を超える外国人が在留している 2。外国人を巡る課題は先の衆

議院選挙や参議院選挙でも国政を揺るがす重要イシューとなり、地方選においても外国人政

策に厳しい態度を示す候補者が立候補する動きがみられる 3。身近な地域の問題では、ゴミ

分別や騒音問題、国民健康保険の未納問題、ヘイトスピーチや難民の仮放免の外国人の処遇

などが注目を浴びている。我が国では少子高齢社会で人手不足が深刻となり外国人労働者の

受け入れは増加しており、外国人観光客の増加と相まって外国人が身近な存在となりつつあ

る。また国際的には高度人材等獲得競争が激しくなっており、日本でも地域経済の人手不足

を解消するために、地方自治体等でも外国人労働者を前向きに呼びこもうとする動きもある4。

 
1 昭和女子大学現代ビジネス研究所 研究員 
2 出入国在留管理庁 395 万 6619 人（令和７年 6 月末現在）前年末（376 万 8977 人）に比べ、187,642 人

（約 5％）増加   

https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00047.html  （2025.12.15 アクセス） 

3 衆議院議員選（2026 年 2 月 8 日投開票）では外国人施策について管理の厳格化を進めるとする自民党が

前回選挙と比較して議席数を大幅に伸ばしたほか、外国人の受入れに対する数量的上限の設定をすべきと

の立場を示した参政党が前回選挙比で議席数を増加させた。地方選挙においても外国人住民をめぐる地域

課題で全国的に注目を集めている埼玉県川口市長選（2026年 2 月 1 日投開票）では、投票率が 40.98%

と、前回の 21.67%から約 2 倍となった。選挙戦では外国人住民への対応が争点の一つとなり、複数の候

補者が日本人住民の生活環境への配慮や外国人を含む生活ルールの徹底を重視する姿勢を打ち出した。最

終的には多文化共生の観点から現実路線を主張した元川口市長の系譜に連なる岡村ゆりこ氏が当選した。

このように外国人施策は国政のみならず地方選挙においても主要な争点となっている。 

川口市選挙管理委員会. (2026). 川口市長選挙 投・開票結果（確定） 

https://kawaguchi-senkan.jp/kai-tokuhyou.pdf  （2026.2.2 アクセス） 
4主に東南アジアからの特定技能の外国人の就労支援や介護人材のマッチングなど特定分野について、送

り出し国との協定を結ぶ自治体も増えている。また地元大学との連携により留学生の地域交流や就労支援

や地域おこし隊の活動と結び付け得るなど地域が様々な工夫を凝らして外国人労働者の受け入れ推進をす

すめている自治体もある。内閣府の調査『地方公共団体の地方創生に資する外国人材受入支援・共生支援



昭和女子大学現代ビジネス研究所 2025 年度紀要 

＜研究ノート＞ 

2 

対照的に日本人は地域社会に外国人が増えることに対して「好ましい」と感じている人は

28.7％に過ぎない 5。日本に居住している外国人の子どもはこの現象をどのように思うだろ

うか、国籍にかかわらず子どもが健全に成長する環境を支援するのは社会として当然ではな

いか。 
このような問題意識から、筆者は 2024 年度に SIG（スペシャルワーキンググループ）の

外国人労働者への子育て支援を立ち上げ、約 1 年間に渡り活発な意見交換を行なった。この

意見交換会では、日本語学習支援の拡充、多言語情報提供、手続きの簡素化・オンライン化、

多言語相談体制の整備、安心して子育てできる環境整備、文化的多様性の尊重、教育制度の

柔軟性、外国人の自律性尊重など様々な子育て支援をめぐる課題が挙げられた。その中でも

特に外国人にとって行政手続きの複雑さや困難さが課題の一つであるとされた。 
これまで外国人の子育て支援は、多文化共生や日本語教育、人権、保健医療等、様々な観

点から研究がされているが、本稿では、子育て支援の入り口である市区町村の行政サービス

の窓口対応と手続きに着目する。市区町村の行政サービスは住民登録が基本となるが適切に

対応しなければ必要なサービスの取りこぼしの恐れがある。また現在、各自治体で進行中の

地域ＤＸ化は、住民に対し一定の情報リテラシーを求めているが、外国人は言葉や制度理解

の壁があり、これは高齢者や障害者等の情報弱者とも共通する。地域ＤＸの設計上の課題と

して考える必要があると考える。 
本稿では筆者の地方自治体職員としての実務上の経験を踏まえながら市区町村における外

国人の行政手続き支援を地域ＤＸの観点も加味して概観する。市区町村における外国人支援

は、国際交流関係や多文化共生担当部署からの視点が多かったが、住民サービスの最初の入

り口となる住民登録窓口は外国人にとって最初にアクセスする場である。総合窓口やワンス

トップ窓口を強化することは、単なる市民サービスの向上だけではなく、外国人や、高齢者、

障害者、子連れで手続きをせざるを得ない親など、あらゆる属性の市民をも支援する普遍的

なシステムであると考えるからである。なお、対象者としては、主に在留資格のある親とそ

の子供のうち出生から義務教育の学齢期にあたる子どもを中心とする 6。 
 
 

 
に係る施策の推進に関する調査報告書』（令和 3 年 1 月）においても、特定技能外国の受け入れ理由とし

て「地域内の人手不足に対応するため」が 80％を超えており「国際化、国際交流を推進するため」の

60％前後より高い割合となっている。 

内閣府 https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/r2_gaikokujinzai_ukeire_houkokusyo.pdf? (2025.12.15 ア

クセス) 
5出入国在留管理庁「外国人との共生に関する意識調査（日本人対象）令和６年３月

https://www.moj.go.jp/isa/support/coexistence/survey03.html  (2025.12.15 アクセス) 外国人の増加に

ついて好ましいは 28.7％、好ましくない 23.5％、どちらともいえない 47.3％ 
6 IMO（国際移住機関）によると移民とは 国境を超えて移動する人全てをさすが、我が国は公式には移

民政策をとっていないことから、本稿においても、移民と言う言葉を用いず特に断りがない場合は在留外

国人または外国人住民と記述する。本稿では、法務省・入管庁が用いる在留資格に基づく概念を「在留外

国人」とし、住民基本台帳に記録され市区町村の行政サービスの対象となる者を「外国人住民」と区別し

て用いる。 



昭和女子大学現代ビジネス研究所 2025 年度紀要 

＜研究ノート＞ 

3 

2． 日本における外国人住民の在留資格等について 
日本に 90 日以上滞在する中長期在留者に対しては一部を除き在留資格が必要である。国

籍別にみると、2025年6月末現在で中国（全体の22.8%）、ベトナム（16.8.%）、韓国（10.4%）、

フィリピン（8.8.%）、ネパール（6.9%）の順に多い。コロナ後は毎年 30 万人以上の中長期

の新規在留外国人を受け入れており、特にベトナム国籍の在留者の伸びが高い 7。日本の特

徴として労働を目的とした在留外国人が多いことがあげられる。2022年で労働目的が55%、

家族滞在の 41%、人道的移民：1%となっている。また日本は OECD 諸国における技術移転

を目的とする新規の外国人研修生のうちの 57％を受け入れている 8。なお、在留期間が限定

され期間内の転職が認められなかった技能実習制度は 2024 年法改正で 2027 年には一定条

件のもと転職が可能である育成就労制度となることが決定している。人手不足分野を中心に

一定の技能を持つ外国人を受け入れることを目的として2019年に導入された特定技能制度

は 2024 年までに対象分野が 16 分野へ拡大されている。 
日本の在留外国人の在留資格別人口としては、2025 年 6 月では永住者の 93 万人を除く

と、技術・人文知識・国際業務が約 46 万人と一番多く、次いで技能実習の約 45 万人、留

学の約 44 万人、特定技能の約 34 万人、家族滞在は 33 万人となる 9。日本では働きながら

経験を積む在留資格が制度化され在留期間の延長も可能であるのに対し、欧米での労働契約

はジョブ型が一般的であり、スキルレベルが低い労働者に対しては一時滞在が主流である。

技能実習や特定技能 1 号は家族の呼び寄せが認められておらず、多くが単身で在留資格を得

ていると考えられる。在留外国人は 20 代から 30 代の若い世代 が多く 10子育て世代と重な

る。現在 28 万人以上が該当する特定技能 1 号の在留期間は最長 5 年であるが、日本語能力

など一定の条件を得て特定技能2号の在留資格を得ることができれば更新期間の上限がなく

なり家族帯同も認められる。2019 年の制度導入から 5 年を過ぎ、今後は家族滞在資格者が

増加するものと考えられる。入国時に技能実習であった外国人でも、スキルアップを重ねて

いければ永住者になる道が開かれている。留学や技術・人文知識・国際業務は家族の呼び寄

せが認められている。なお、在留資格者の配偶者および子は在留資格「家族滞在」となる。

なお、日本人や永住者、定住者の配偶者や子どもについては、たとえば日本人であれば「日

本人の配偶者等」となる。 
中長期滞在者の在留資格は国ごとに違いがある。グラフ１は、日本に滞在する上位１０か

 
7 2024 年は前年比 12％の伸びである。 
8 OECD International Migration Outlook 2025 
9 出入国在留管理庁「記者発表 令和 7 年 6 月末現在における在留外国人数について」   

https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00057.html  （2026.1.1 アクセス）  

10令和 7 年 1 月 1 日住民基本台帳人口によると、日本全体では外国籍人口は約 3％であるが、20 歳～24 歳

が 9.4%、25 歳～29 歳 9.6%、30 歳～34 歳 7.5%、35 歳～39歳 5.1%、40 歳～44 歳 3.6%と子育て世代に当

たる年齢層は 3％を超えているのに対し、65 歳以降の高齢者は 0.6％と低い。また 20 歳未満人口は 0 歳

～4 歳 2.7%、5 歳～9歳 2.1%、10 歳～14歳 1.8%、15 歳～19 歳が 2.5%となっている。 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」   

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkoudoutai-setaisuu.html 
 （2026.1.1 アクセス） 
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国の国別在留資格の違いである 11。ベトナム国籍が、特定技能制度が始まった 2019 年あた

りから急増しており、中国人に次ぐ 2 位となっている。ベトナムは技能実習や特定技能の比

率が高く、家族滞在の比率が低いのに対し、ネパール、スリランカは留学での在留資格や家

族滞在の比率が多いのが特徴である。 
 

【グラフ 1】国籍・地域別 在留資格別 在留外国人数（令和 7 年 6 月） 

国籍 計 永住者 技人国 技能 
実習 留学 特定 

技能 
家族 
滞在 定住者 

日本人

の配偶

者等 

特定 
活動 その他 特別永 

住者 

中国 900,738 350,722 114,124 23,076 140,164 20,204 87,431 31,828 26,652 12,406 93,506 625 

ベトナム 660,483 30,097 117,094 198,417 46,058 148,486 70,536 7,466 7,380 18,794 16,149 6 

韓国 409,584 76,692 28,362 0 14,705 441 8,707 7,201 11,962 6,155 10,773 244,586 

フィリピ

ン 
349,714 142,745 11,175 40,348 2,770 32,518 6,247 63,478 26,236 6,052 18,094 51 

ネパール 273,229 9,102 46,144 3,903 106,188 9,381 65,233 1,760 1,684 1,895 27,936 3 

インドネ

シア 
230,689 8,165 9,514 110,965 7,352 69,537 6,464 2,921 2,674 8,505 4,584 8 

ブラジル 211,229 117,232 693 0 1,019 19 594 70,140 14,717 278 6,506 31 

ミャンマ

ー 
160,362 3,194 15,919 35,682 30,837 35,640 3,286 2,686 846 30,036 2,236 0 

スリラン

カ 
73,067 4,323 18,765 2,699 18,717 3,006 13,444 873 1,421 3,682 6,137 0 

台湾 71,125 25,959 16,494 18 8,521 306 3,331 1,741 4,719 3,896 5,136 1,004 

（注１）「技能実習」は在留資格「技能実習１号イ、１号ロ、２号イ、２号ロ、３号イ・ロ」合算 
（注２）「特定技能」は在留資格「特定技能１号及び２号」合算 
（注３）技人国：技術・人文知識・国際業務 
出入国管理庁ホームページより筆者が作成 

 
3． 出生から住民登録までの流れ 
市区町村が実施する行政サービスの受給資格は、原則として住民登録から始まる。2012

年 7 月 9 日より入管庁管轄の外国人登録制度から市区町村管理の住民登録となり、外国人

住民も日本人住民と管理が一元化された。身分証も外国人登録証から在留カードや特別永

住者証明書に変わり、住民として入管庁と地方自治体間で情報を連携し、住民票の発行、

地方自治体の行政サービスへのアクセスが容易になった。 
 日本で住民登録をする場合は、住所を定めた日より 14 日以内に居住する市区町村で手

続きを行う。家族滞在の場合は、家族の呼び寄せが可能な在留資格のある外国人との続柄

 
11出入国在留管理庁より筆者が作成   

https://www.moj.go.jp/isa/content/001447921.pdf （2025.12.12 アクセス） 
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を証明できる本国の証明書等を持参する。転入後、住民票コードが生成され住民コードを

もとに個人番号（マイナンバー）が生成され、地方公共団体情報システム機構（J‐LIS）
に送られた情報を元に住民登録をした住所地に個人番号通知書及びマイナンバーカード申

請用紙が送られる。申請者は QR コードを読み込みネットか、必要事項を記入して郵送等

でマイナンバーカードを申請し、市区町村にカードが届いたら住所地の窓口へカードを受

け取りに行く。 
 日本で出生した子どもについては、60 日以上引き続き日本に滞在する場合は出生から

14 日以内に出生届を市区町村に届け出ることが義務付けられている。市区町村は出生証明

書と必要に応じて父母と子との続柄を確認し住民登録を行う。住民基本ネットワークに登

録後ただちに住民票コードが振られ、それを元にマイナンバーが生成される。2024 年 12
月よりマイナンバーカードの特急発行制度が始まり、出生届様式もマイナンバーカード申

請書を兼ねるものに変更された。併せて親は出生から 30 日以内に子供の在留資格取得許

可申請を地方出入国在留管理局に行うが、在留資格が出るまでの経過的措置として出生か

ら 60 日を超えない範囲で日本滞在が許容される。マイナンバーカードは届出から概ね 1
週間で申請者の住民登録住所に郵送され、市区町村窓口に来庁する必要はない。マイナン

バーカードの有効期間は暫定 60 日となり、在留資格取得後は市区町村に出向いてマイナ

ンバーカードの有効期間を在留カードの期間まで延長する手続きを行わなければならない 12。 
転入や転居にかかる届出は、住民基本台帳法上、本人確認書類を提示の上書面で行わな

ければならないという規定があるため、原則として窓口に出向く必要がある。このためマイ

ナポータルでは、転入届の手続きができず、来庁予定日の指定のみで来庁時間は指定できな

い。転出届については、特例転出が認められており、窓口に来庁しなくてもマイナンバーカ

ードがある場合はマイナポータルでの転出が認められているほか、緊急時など郵送での届出

をすることができる。住民登録後は、国民健康保険、児童手当、子育て医療費受給者証、母

子健康保険、保育サービスなどの受給資格を得ることができるほか、学齢期児童については

学区内の小中学校への就学が案内される。各種行政サービスの提供において世帯主と子ども

の続柄を証明することが必要とあるが、外国人には戸籍がないため、市区町村への出生届の

受理証明書や記載事項証明書などで親子関係を証明することとなる。本国にパスポートを申

請するときは日本の出生届記載事項証明書や出生届受理証明書が、親子関係を証明する戸籍

に変わる主な公証文書となる。なお、日本人の出生届については、2024 年 8 月 30 日よりマ

イナンバーカードを持っていて、父母とも日本国籍、出生証明書がある等の一定の条件を満

たすことでオンラインでの届け出ができるようになり、一部の市区町村では当該市区町村に

本籍がある場合などを対象としてオンライン申請が始まっている。 
 

 
12 2026.6 月までにマイナンバーカードと在留カードは 2026 年 6 月 4 日から一体化（特定在留カード）

が始まる予定である。新カードでは在留期間が延長されればマイナンバーカードの有効期間も延長され

る。 
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4． 地域ＤＸと行政手続きの入り口支援 
2020 年 12 月に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決定され、目指すべ

きビジョンとして「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」が示された。2022 年 6
月には、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され、各市区町村においては

少子化による人員不足や事務負担の軽減、行政運営の効率化のための地域ＤＸの取り組みが

進められている。書かない窓口や電子申請などはその取り組みの一つである。 
「書かないワンストップ窓口」の目指す姿と期待される効果として、「書かない，またない、

回らない 13」を実現するとしている。手続きをワンストップ化し、ライフイベントに関連す

る複数課の手続きを一括受付することで、住民の負担をなくし、同時に業務効率化を図る。

そのためにフロント（受付）とバックヤード（審査）の分離・専門化を進めるとする。その

方策の一つとして、デジタル化連携を図り、マイナンバーカード等を活用した、書かない窓

口があげられている。手続きの自動化により生まれた時間を「丁寧な相談支援」へ充てるこ

とができるとしている。また、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律では住民の

利便性向上と、自治体の行政運営の効率化を図るため、自治体の基幹業務システムを全国で

同じ仕様（標準準拠システム）にすることとし、全国の自治体で取り組みが進行中である 14 。
これまで各自治体が独自開発をしていたシステムから、国が整備した全国的なクラウド環境

（ガバメントクラウド）の利用に努めることとされている。その中には住民基本台帳や戸籍

をはじめ、子ども・子育て支援、就学事務（学齢簿編成等）、児童手当や児童扶養手当、国

民健康保険などが含まれる。 
各地方自治体では総合窓口やワンストップサービス等を導入し、手続きの簡素化・多言

語対応を進めている。書かない窓口や電子申請などデジタル化にあたっては、業務全体につ

いてシステムの導入を前提として業務改善や事務事業の在り方を見直す BPR15を行う。 
電子申請は自宅にいながら申請できるメリットは大きいが、一方で窓口に来る利点もある。

窓口パッケージと呼ばれるサービスにおいて、自治体職員が転入者や出生児の状況から必要

なサービスを判断し申請に繋げてくれる。このサービスは必要な行政手続きの取りこぼしを

 
13デジタル庁 自治体窓口 DX「書かないワンストップ窓口」   

https://www.digital.go.jp/policies/cs-dx#objective （2025.12.15 アクセス） 
14住民基本台帳や戸籍のほか、税、児童手当、介護保険、障害福祉など 20 業務にわたる。20205 年 10 月

時点で、標準化の対象となる全 34,592 システムのうち、令和 7 年 10 月末時点で、5,009 システム

（14.5％）が 2025 年度中の意向が間に合わない特定移行支援システムに該当する見込み（令和 7 年 9 月

30 日公表時点から＋1,239 システム）。特定移行支援システムを有する団体数は 1,788 団体のうち 743 団

体（41.6％）である。政令指定都市は全て移行が間に合わない。 

デジタル庁   

https://www.digital.go.jp/policies/local_governments#migration-support-reference-01 
（2025.12.15 アクセス） 
15  Business Process Reengineering（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）：国の行政の業務改

革に関する取組み方針（2016 年（平成 28 年）８月２日総務大臣決定）では、「現在の業務プロセスを

詳細に調査・分解し、国民サービスの質の向上や人的リソースの活用等の面からどのような問題点がある

かを徹底的に分析して、業務プロセスそのものの再構築を図ること」をいわゆる BPR としている。 

総務省「自治体 DX 全体手順書【第 4.0 版】」  p11 
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei09_02000375.html （2026.1.5 アクセス） 
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防ぎ、たとえば学齢期児童の不就学防止にも資すると考えられる。日常生活に関係する行政

サービスは多岐に渡り、それぞれ複雑で理解するのに難しいうえ、医療や福祉分野は数年ご

とに制度改正や事務運用の変更がある。よくある質問などをデータベース化して対応しても、

どんな行政サービスがあるかわからない人には、その QA にたどり着くことも難しく、そも

そも何を相談して良いかさえもわからない。 
ワンストップ窓口の目指す方向性の一つである、窓口をたらい回しにしないという問題は、

特に人口規模が大きい自治体で課題となる。大都市では複数課にまたがる業務が人口規模の

小さい市区町村では一つの課で幅広い業務を所管できる。小規模自治体では 1 人の職員が多

くの業務に従事しなければならず、知識や法解釈、判断をするためのツールとして窓口のデ

ジタルが有効である。マイナポータルやオンライン申請などのサービス導入においては、地

方自治体が自前でシステム開発をするのではなくクラウド型の共通サービス（SaaS 型）を

使うことでコストを削減しサービスを迅速に導入できるというのが政府の方針となっている。 
書かない窓口には、一定の決められたかたちがあるわけではなくその手段は市区町村によ

ってまちまちであるが、大きく代行入力と申請書作成支援の２つに分かれる。 
① 職員による代行入力 
窓口職員が市民から聞き取りシステムに入力し申請書を作成する。申請者が口頭で話した

ことを聞き取りながら入力する必要があるため、一人当たりにかかる所要時間は増加する恐

れがある 16。 
②申請書作成支援（事前入力・本人確認書類読み取りによる申請書作成） 
来庁前に住民がスマートフォンなどで情報を入力し、来庁時、多くの場合は窓口に設置し

てある専用端末で QR コードなどを用いて情報を読み取り申請書を印刷する。あるいはマイ

ナンバーカードや運転免許証などの券面から、住所、氏名、生年月日などの情報を読み取り

申請書にデータを落とし込み印刷する。窓口の滞在時間を減らすことができる。職員の入力

作業の軽減が図れるメリットがある。 
② その他 電子申請で申請 
証明書発行に限ると電子申請を実施している市区町村は多い。住民は来庁せずにインター

ネットで各種証明書等の申請ができる。住民異動のうち転入や転居については現行法上では

上述のように窓口対応で対面での手続きの課題がある。 
なお、住民票や戸籍の証明などは現在でも多くの市区町村で、コンビニ交付が対応可能で

ある。マイナンバーカードの内臓のチップによる本人情報確認については、住民が暗証番号

を複数回間違えるとマイナンバーカード自体がロックしてしまい、転入手続き以前に暗証番

 
16 たとえばさいたま市では住民記録窓口で窓口パッケージを実施しており、転入時、転居時、転出時など

住民異動に必要な手続きについて、窓口で聞き取り用のオーダーシートを用いて手続きの漏れを防いでい

る。例えば転入時はマイナンバーカードの有無や、同一世帯に外国人がいるかどうかをはじめ、子育て分

野だけでも高校生以下の子どもの有無、児童手当、高校生・小中学生の別、ひとり親、乳幼児の予防接種

や健康診査の受診状況等多岐にわたる。国民健康保険資格確認証の交付や各種手続きの申請書や廃止届等

は担当部署に回らなくともその窓口で提出することができる。さらに詳細な手続きが必要な場合は、所管

窓口をそのつど案内し、窓口を回る順番を示した用紙を渡している。 
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号の初期化をしなければならなくなる。コンビニで暗証番号の初期化をすることも可能であ

るが、操作に慣れていない住民は市区町村窓口に来庁しなければならないという本末転倒な

事態となりかねない。また、電子申請は適切に申請される場合は便利な機能であるが、仮に

申請内容に間違いや不備がある場合でもその場で逐次間違いを指摘することができない。申

請者にメール等で確認する場合は多様なケースを文章で網羅的に説明しなければならず事務

が煩雑になるほか、申請者自身にとってもわかりづらく、かえって事務処理が遅れることも

あるのが現状である。 
書かない窓口の運用では単なる証明書申請書の作成支援にとどまらず、証明書申請書や住

民異動届を作成するのと同時に RPA（Robotic Process Automation）が稼働、住民票など各

種証明書を発行するなど窓口業務の事務作業を自動化するシステムを導入している自治体も

ある。またネット上で来庁前に必要な手続きや持ち物について質問に答えることで、手続き

一覧表や持ち物を提示するサービスを提供している市区町村もある 。 
この書かない窓口の運用については、外国人住民など情報弱者の立場から見れば、代行入

力が最も丁寧な対応となると考えられる。窓口に行けば受給資格の有無や制度について理解

しておらず、また自身で調べずとも包括的に行政サービスの申請手続きを職員が説明し代行

してくれる。 
書かない窓口の政令指定都市における実施状況を見ると、現在は一部を除き証明書発行を

中心に実施しているのが現状である。人口規模が大きいうえ、住民異動件数も多いことから

迅速な対応が難しい。また対応も代行入力と申請書作成支援とまちまちである 17。今後は住

民異動にも書かない窓口の対象範囲が拡大していくものと思われるが、証明書発行や市内で

の異動のように申請者のデータを市区町村が保持している場合と異なり、転入の場合は転入

者に関する情報の取りこぼしを防ぐ取り組みやチェック機能が、従来の申請を書くスタイル

以上に必要である。従来のように申請者自らが申請書に記入するのと異なり代行入力では窓

口職員が聞き取り作成した申請書に署名することで手続きが完了する。そのため申請者が内

容を十分に確認しないまま署名してしまう可能性があり、申請内容が異なってしまうリスク

が高まる。 
さいたま市では、2025 年度中に 10 区全ての区役所で証明書発行等について、書かない窓

口を導入した。来庁者は本人確認書類を提示し、必要な証明書について、本人確認書類を提

示し口頭で説明し窓口職員が代行入力し作成された証明書請求書にサインをする流れになる。 
外国人や高齢者など情報弱者については、各種証明書の申請書の記入が簡略化されること

はメリットがある。たとえば慣れない日本語の複雑な住所を記載しなくて済む。これまでは

日本語ができない外国人がローマ字などで住所を記載した場合は、職員が正確な住所表記で

 
17代行入力…さいたま市、千葉市、浜松市、岡山市、熊本市。申請書作成支援…札幌市、仙台市、川崎

市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、広島市、北九州市。筆者調べ。各自治体のホームページ

にアクセスし「書かない窓口」または「申請書作成支援」、「地域 DX」で検索して検索結果が出たもの。

一部の区のみ実施、実施予定のものも含む（2026.1.5 現在）。 
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補記をするなどの対応をしていたが、その必要がなくなる。また制度について窓口で説明を

受けながら申請をした方が理解しやすいと考えられる。さいたま市では同時に電子申請でき

る手続きの拡大も進めているが、今後は電子申請等各種手続きについても窓口対応と併せて

外国語対応など進めていく必要がある。単なる証明書発行等などはコンビニ交付や電子申請

など窓口に来なくて済む方向に力点を入れ、窓口対応については、デジタル弱者に丁寧な対

応をするといったことが可能となる。 
外国人住民対応窓口の一つとして、名古屋市では 4 区の区役所において、外国人総合案内

を設置し、外国人スタッフによる案内、書類記入補助や窓口における通訳等を行っている 18。

また、外国人総合案内を設置してない区役所でも、全区役所・支所の窓口にタブレット端末

を設置し、窓口を訪れた外国人市民が言語面でのサポートが必要な際に、遠隔通訳や機械通

訳（翻訳）を行っている。遠隔通訳は、タブレット端末にビデオ通話で通訳者を映し、通訳

を行う。また、タブレットに設置されたマイクを通じて機械通訳も行っている。 
 

5． 子育て支援窓口における課題 
子育てサービスの受給において初めにぶつかる関門が、複雑な制度への理解と申請手続

きである。市区町村は、住民登録のある外国人住民に対して、原則日本人住民と同様に、医

療、保健、児童手当、児童福祉、教育等の行政サービスを提供することとされている。児童

福祉サービスや医療制度等は制度変更や報酬告示の改正による運用の変更などが数年おきに

ある。サービス受給のために必要とされる要件などが変更になることもあり、日本人でも苦

労することは多い。親が日本語を理解できない、制度を知らないなどの理由から、母子保健

や保育サービス等必要なサービスを受けられない、義務教育年齢児童の未就学問題、日本語

教育の遅れからくる学習機会の損失などの問題も発生している可能性がある 19。 
市区町村窓口では、転入など住民登録時に、子供の年齢から児童手当の手続きや子育て

医療等の受給資格証の発行、特定検診の案内などに加え、申出があれば国民健康保険の加入

手続きをする。我が国では皆保険を取っているため、住民登録をした者は全員いずれかの医

療保険に加入しなければならない。国民健康保険に加入するのは、原則中長期在留者のうち

勤務先で社会保険に入れない者であり、主に留学や扶養認定されない家族滞在等が該当する

ことになる 20。学齢期にあたる児童については、外国籍児童は義務教育の対象ではないが、

 
18名古屋市 https://www.city.nagoya.jp/shisei/kokusai/1017227/1017232.html （2025.12.10 アクセス）

区役所・支所における多言語対応サービス（外国人総合案内、タブレット端末による遠隔通訳・音声機械

翻訳）通訳が窓口に直接配置されるは曜日時間限定的であるが、タブレット経由の遠隔通訳については、

対応可能時間は異なるが平日月から金 17 か国語が対応可能。一部言語は日曜会長日も対応できる。 
19 文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/31/09/1421569_00006.htm（2025.12.10 アクセス） 

外国人児童の特別支援学級在籍率が優位に高い自治体もあり、日本語能力の遅れにより知能検査や発達検

診で正確に測れないことや日本語の補講のために特別な支援をする場の不足などが要因と考えられる。 

20初めて日本で住民登録を行う在留外国人の場合、社会保険の加入手続が完了するまでの間に保険給付の

空白期間が生じることを避けるため、暫定的に国民健康保険へ加入するケースが少なくない。他方、社会

保険の資格は就職日に遡って発生する。一方で、国民健康保険税の賦課基準日は月の末日であるため、月
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子どもの権利上の観点から市区町村は義務教育学齢期にあたる外国籍児童の実態の把握およ

び義務教育学校への受け入れに努めなければならないこととされている。年齢から学齢期に

相当するかを判断し、住民登録後、学齢簿を作成し学区内の就学通知を発行することとなる。

また、日本語教育については、地方自治体は地域の状況に応じた日本語教育の推進に必要な

施策の実施に努めることとされ、転入時などで日本語教室の案内をすることもあるが、実施

状況は自治体間の差がある。 
デジタル行財政改革課題発掘対話（第４回）（2023 年 10 月 26 日開催）では、子育て世

帯の煩雑な書面・対面手続の負担として、必要な手続やサービスを自ら調べて把握し、窓口

まで行って申請等することが負担であるとの意見が出ている。例えば、出生届について、対

面の必要性・郵送や面談のタイミング（46.0%）、紙媒体での提出（31.6%）が負担との指摘

がある。一方で、自治体における子育て等の 26手続について、マイナポータルを活用したオ

ンライン化の実施状況は 65.1％21に止まっている。 

子育て総合窓口設置を導入している自治体もあるが、母子保健や児童福祉に限らず、教

育や医療、必要に応じて生活保護、障害児福祉等、複合的に支援することは高度で複雑な

対応となる。さらに、行政職員だけでなく保健師、保育士、心理士、作業療法士、理学療

法士、ケースワーカーなど携わる関係市職員も多くなるケースもあり、全ての詳細を網羅

することは非常に困難で、さらにそれを複数の外国語で対応するとなれば、単なる通訳を

超えて高度な専門知識が必要となる。また教育委員会は、教育行政の政治的中立性の観点

から首長部局とは独立した執行機関となり、多くの総合窓口は出生から就学前の支援にと

どまり、義務教育入学以降は主に教育相談と両者の連携が難しい。総合窓口の設置に当た

っては、職務の範囲をできるだけ多くを包括するのか、よくある手続きに絞って支所等を

含む身近な窓口を置くのか基本設計が重要であると思われる 22。 

 
6． 窓口業務の教務委託について 

以上のように、外国人住民に対する窓口対応は、多言語対応を基本として子育てに関す

る外国人住民の実情に合わせた包括的な対応が求められている。しかしながら外国人住民の

出身国も多国籍化しており、言語だけでなく文化的社会的背景も一様ではなく一自治体でそ

れに対応することは限界がある。そこで、地域ＤＸ化に合わせて外国人など特別な配慮を必

 
末までに社会保険へ切り替わった場合には、当該月に国民健康保険を利用して医療機関を受診していたと

しても、市区町村は国民健康保険税を賦課できないという制度的ギャップが生じている。 
21 デジタル行財政改革 課題発掘対話（第４回）投影資料 2023.10.26 
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/taiwa4/231026taiwa1.pdf 
（2025.12.15 アクセス） 
22 さいたま市では、子ども及び家庭に関する相談、支援その他必要な事業を総合的に行うためこども家庭

総合センター（あいぱれっと）を設置している。児童相談所、教育相談室、男女共同参画相談室（DV 相

談など）、こころの健康センター、児童心理治療施設等の複合施設となっている。他方身近な区役所でよ

くある子育て関連の手続き受付を所管しているが、その内容は多岐にわたり統括する側の本庁部門があま

りにも複数課にまたがることから、現場での事務が煩雑で調整が難しくなっている。 
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要とする住民に対し、柔軟に対応することが可能となりうるものとして窓口業務委託が考え

られる。この業務委託には幾つかのメリットがある。これまで一自治体では対応が難しかっ

た複数国の言語やその国独自の文化や慣習を理解している通訳による対応が可能となるうえ、

職員定数の問題も回避できる。 
窓口対応の業務委託をするにあたっては、単に通訳に留まらず次に述べるような点に留

意して仕様書に業務委託内容を盛り込むことが必要であろう。 
まず、地域に住もうとする外国人及び外国籍世帯に対し、住民登録に伴う、住民サービ

スや生活手続き相談支援の入り口支援としてワンストップ窓口サービスを提供し、多言語・

公平なアクセスを保障する。 
委託内容としては、住民登録を基本として、生活相談、福祉手続き、子育て支援、国民

健康保険、税・住民税、住宅支援などの案内支援を行う。 
外国人に対する特別な配慮としては、日本語が不十分な外国人に対する通訳・翻訳対応、 

多言語情報提供（窓口案内、申請書類、ウェブ情報の翻訳・整備などがあげられる。 
対応言語としては、英語、中国語、ベトナム語、ポルトガル語、スペイン語など地域の実

情に合わせるが、必要に応じて言語（タブレット／電話通訳等による）で広く対応可能とす

る。これまで、多くの自治体では、対応できる言語や日時が限定されていることが多く、現

実的には、全ての時間帯を網羅することは困難であった。サービス提供形態として、窓口常

駐（対面）するほか、オンラインによるタブレット通訳併用を可とすることで受託者の選択

の幅を広げる。外国人住民の国籍が多様化する現状にあって、受託者側は全ての言語を備え

る事が困難であれば、再委託を可能とする。なお再委託をする場合はあらかじめ市区町村側

の承認を得ることとし、受諾者側が守るべき責務を厳守するよう求めることは言うまでもな

い。 
受託者側は、契約に際して、住民登録業務の知識や行政手続きをはじめとして守秘義務や

個人情報保護等、法令遵守について研修を終えることまたはその研修計画などを提示する。

業務の質保証として月次報告や定期的なモニタリングおよび利用者満足度調査や翻訳及び通

訳品質を含む窓口対応に対するチェック体制を兼ね備える必要がある。このような取り組み

を通じて、これまで自治体側だけでは対応が難しかった外国人窓口の柔軟な対応が可能とな

りうると考えられる。 
これは外国人住民だけではなく、日本人住民にもメリットがある。外国人対応がスムーズ

になれば、結果として窓口での待ち時間が減ることにつながるからである。行政側としては

タブレット利用に伴う、情報漏洩を防ぐ体制を構築するほか、福祉・医療・教育・住居支援

の他部局との連携をはかる必要がある。また、タブレット対応は必要に応じて、聴覚障害者

用の手話通訳やその他特別な配慮が必要な場合の専門部署につなげることが可能にするよう

態勢を整える。 
業務委託の課題としては、窓口対応の完全業務委託化に伴い、自治体内部に業務ノウハ

ウや知識が蓄積されず行政組織の委託業者への依存度が高まることが考えられる。特に外国
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人対応等特別なスキルを要する窓口対応については、業務の高度化複雑化が進めば進むほど

受託事業者の選択肢が狭まることや地方自治体による履行確認業務が形骸化する可能性があ

る。言語や業務内容における理解に関する制約から自治体側が窓口対応の適切性を十分に検

証することが困難となる可能性がある。業務プロセスや業務内容を可視化し適切に評価でき

る仕組みが必要である。 
 

7． まとめ 
これまで、多くの自治体は、ホームページの多言語化や窓口に外国語が話せる職員を配

置するなどして外国人住民の対応を行ってきたが、対応すべき言語も増加するなかで、情報

伝達手段がデジタル、書面等のいずれにおいても日本語よりはるかに情報量が少なく、窓口

対応時間も限られた日時となっていて柔軟な対応が難しかった。 
外国人住民支援を多文化共生ではなく地域ＤＸの枠組みからとらえ直すことで、日本人

住民にも利点があり、誰にとっても有益なシステムの構築を図る必要があると考える。また

同時に自治体事務の効率化や行政職員の事務負担の軽減につながる。 
手続きの入口支援を強化することは、初めに外国人住民の状況を把握することができ、

サービスの取りこぼしを防ぐことで、結果として社会的分断を防ぐツールの一つとなりうる。

外国人、日本人にかかわらず次世代を担う子どもたちすべてを、地域社会を支える存在に育

てることは地域の未来につながると考えるものである。なお、今回は転入時等の入り口支援

に焦点を当てたが、保育所入所申し込みなど、サービス需要が発生した時の手続き支援につ

いては電子申請やアプリの整備のほか、医療、福祉、教育、生活相談等子育てに関する全般

の相談ができる窓口の設置が必要である。また今後の課題として、制度を整備するだけでは

なく使ってもらう工夫や利用者視点での効果測定、全国的な事務の標準化によるシステム統

合に伴う横断的な対応を可能とする土台を強化する必要がある。 
2027 年には原則として転職できない「技能実習制度」が廃止され、外国人の意向で職場

の変更がしやすい「育成就労制度」が始まる。現在でも東京圏には外国人住民が多く居住し

ているが 23、最低賃金の高い東京圏への一極集中が加速する可能性がある。各自治体で居住

者増加促進のため子育て世代への支援に力を入れているが、外国人住民の社会的分断を防ぎ、

一住民として外国人が地域になじんで生活できるように支援することは、日本人外国人にか

かわらず、選ばれる自治体になる要素の一つとなりうるだろう。 
 
 
 

 
23 総務省の「住民基本台帳人口移動報告 2024 年（令和 6 年）結果」では、外国人の、東京都、神奈川

県、埼玉県、千葉県への東京圏への 16,000 人の転入超過となった。埼玉県は東京神奈川に次ぐ 3 位で

7,720 人の転入超過となった。日本人同様外国人も三大都市圏に人口が集中する傾向がある。

https://www.stat.go.jp/data/idou/2024np/jissu/youyaku/index.html（2025.12.15 アクセス） 
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